
様式第１－１号

・ 年度( 月追加） において、守谷市で行われる物品の製造・販売、役務の提供等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

年 月 日

04 本社（店）郵便番号

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

05 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

06 商号又は名称

07 役職

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

代表者氏名 08 担当者氏名

09 本社（店）電話番号 10

（ 内線番号 ）

11 本社（店）ＦＡＸ番号 メールアドレス

希望する製造等の種類

希望する営業品目等

※欄については、記載しないこと

0297-45-111○

13

03-111○-555△

01

202○ 2 1

令和

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（物品製造等）

21○

03-111○-555□ kakuka@city.moriya.ibaraki.jp12

14

　　　　守谷市長　　　　　　　　　　　　　宛

担当者電話番号

㊞

41 0 4 8 4 0

モリヤユメインサツ

新規 ※02 受付番号 ※03 業者コード
○ 更新

モリヤ　ハナコ

守谷　太郎

トウキョウトチュウオウクツキヂジ

7 8

（株）守谷夢印刷

モリヤ　タロウ

東京都中央区築地１-１-１

代表取締役

守谷　花子

501一般印刷　502フォーム印刷　503地図印刷　504特殊印刷　505副読本印刷　521用紙類

１．製　　造 ２．販　売〔　a　卸売　・　b　小売　〕 ３．買 受 け ４．役 務 提 供 ５．そ の 他

過去守谷市の競争入札参加資格に登録し

ていた場合は「更新」、初めての登録の場

合は「新規」を選んでください。

申請書類に不明点があった場合の問合せ先と

なります。申請書を作成した方の氏名・つなが

りやすい連絡先を記入してください。

※行政書士の方の連絡先でも可

⑬…希望するものすべてを選択してください。

⑭…別紙「物品役務の業務区分一覧表」を確認の上、希望す

る営業品目のコード（三桁の番号）と品目名を記載してくださ

い。

実印を忘れず押印してください！！



様式第１―２号

製　造　等　実　績　高

（千円） （千円） （千円） （千円）

合                 計

 直 前 ２ 年 度 分 決 算

年 12 月まで

年

年

 直 前 １ 年 度 分 決 算

202◎

年 1 月から 月から 年 1 月から

年 12 月まで

年202△

月まで

0 0 0 0

１．希望業種区分は電算入力票の別表「業種コード表」から選んでください。
 記載要領

0

504 特殊印刷

505 副読本印刷

521 用紙類

２．製造等実績高については、消費税を含まない金額とすること。

月まで

月から

501 一般印刷

502 フォーム印刷

503 地図印刷

競 争 参 加 資 格

希 望 業 種 区 分

202×

202△

直  前  ２   ヶ   年  間  の
年  間  平  均  実  績  高

　　　　　　　　　　　　　（千円）
後期

年

15

通年 前期

決算が前期・後期とある場合は２列に分けて記入してく

ださい。

別紙「物品役務の業務区分一覧表」を確認の上、希望する営業品目を選択し、

希望する営業品目に係る売上高を記入してください。

実績がなく、売上高が０の場合も「０」と記入してください。

「製造」以外の営業品目を希望する場合も、必ず記入してください。



様式第１―３号

流動資産（ 千円 ）

流動負債（ 千円 ）

年 月 年 月 日から 年 月 日 年 月 日

設備の額
（千円）

横合計を記入

縦合計を記入 縦合計を記入 縦合計を記入
貸借対照表の『純資産の部合計』に該当する金額
を記入

18
営　業
年数等

創　　　　       　業

0

％

常勤職員の数現 組 織 へ の 変 更

決　算　後　の
　増　減　額（千円）

合　　　　　　　計　　（千円）

う ち役員数等

横合計を記入

横合計を記入

貸借対照表の『剰余金』に
該当する金額を記入

決算後に、登記事項証明書で
増資した金額を記入

日

100 ＝17
流　動
比　率

×

貸借対照表の
『流動資産』の額を記入

貸借対照表の
『流動負債』の額を記入

経営状況

区分

貸借対照表の『資本金』に
該当する金額を記入

自
己
資
本

16

(うち外国資本)
払　込　資　本　金

準備金・積立金

次期繰越利益(欠損）金

計

貸借対照表の『法定準備
金』に該当する金額を記入

直 前 決 算 時 剰余（欠損）金処分（千円）

21
主要設備
の規模

（記入例）
オフセット印刷機　5台
輸送用トラック　10台

営業年数（年）

平成×× 2 2

19

①　機　械　装　置　類 ②　運　搬　具　類 ③　工　具　そ　の　他 ④　合　　　　計

休 業 又 は転 （廃） 業 の 期 間

20

13 希望する製造等の種類（申請書様式１-１） にて「１.製造」を選択した場合のみ記入

してください。

貸借対照表の『有形固定資産』（減価滅却後の金額であること）から、各項目に該当

する金額を記入してください。

①機械装置類…『機械装置』の金額

②運搬具類…『車両運搬具』の金額

③工具その他…『構築物』、『工具器具』及び『備品』、『建設仮勘定』並びに『その他』

の金額を合算した金額。土地・建物（その他付帯設備含む）は含まないでください。

14 希望する営業品目等（申請書様式１-１ ）、15 製造等実績高（申請書様式１-２）で選択した営業品目

に係る、主要な設備の名称や台数等を記入してください。



様式第２号

記載要領

１ 本表は、申請日現在で作成すること。

２ 「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所の左側に○印を記入すること。

３ 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。

４ 「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ記載すること。

2 ○水戸支店

1 東京本社 104-8404

営    業    所    名    称
郵  便

番  号

3 守谷支店

番号

※受付番号 ※業者コード

営          業          所          一          覧          表

所            在            地

301-0011

302-0198

511□

111△

111□

東京都中央区築地1-1-1

茨城県水戸市三の丸1-5-38

茨城県守谷市大柏950

市外局番 市内局番

0297 45

0297 45

029 5111

番号

電 話（上段）・F A X 番 号  （下段）

03 111○ 555△

03 111○ 555□

029 5111 511△

「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所の左側に

○印を記入してください。

営業所の数が多い場合は「別紙のとおり」と記入いただき、営業所一覧をまとめたもの（会社HPの事業

所一覧ページの写しでも可）を別途添付してください。



様式第３号

記載要領
１  本表は、直前２年間の主な販売実績を記載すること。
２ 「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

○○市

（株）□□

発         注         者

（株）××　総務部 ×××,×××

12 月

20△△ 年 4 月

20△△ 年 8 月

年 月

年

販     売     等     実     績     調     書

××,×××○○市　秘書課○○市広報誌印刷

（株）□□ 社史印刷

年 月20△△ 2

20△△ 年

契   約   年   月

納品（予定）年月

請　負　代　金　の　額
（千　円）

納　品　場　所件                      名

月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

守谷市以外の国・自治体・民間企業との取引実績でも構いません。主なもの

を記入してください。

下段には、物品購入等であれば納品（予定）日を、

業務委託等であれば業務完了（予定）日を記入してく

ださい。

数が多い場合は「別紙のとおり」と記入いただき、実績一覧をまとめたものを別途添付してくださ

い。



様式第4号

（種類）

記載要領
１ 本表は、職種の各別に作成すること。

また、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて行い、その直前の氏名欄に、（　）書きで当該営業所を記載すること。

２ 「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校の別を記載すること。

３ 「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

（例：○○建築士、○○土木施工管理技士）

４ 「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に業務に従事した職種及び地位を記載すること。

年

年

年

年 月

月

月

年

年

年

年

年

年

実              務             経             歴 実務経験年月数

技        術        者        経        歴        書　　　　

※受付番号 ※業者コード

氏　　　　　　　　名
最終学校

学校の種類 専攻学科

法   令   に   よ   る   免   許   等

名          称 取得年月日

年 月 日 月

年

年

年

年

年

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

14 希望する営業品目等（申請書様式１-１ ）、15 製造等実績高（申請書様

式１-２）にて選択した営業品目に係る有資格者を記入してください。

特に該当するものがない場合は、「特になし」と記入してください。

数が多い場合は「別紙のとおり」と記入いただき、技術者一覧をまとめたものを別途添付してください。


